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１．河川津波対策のための基本情報 

東北地方太平洋沖地震で発生した津波は、堤防を

越流・決壊し、甚大な被害をもたらした。これを受

け、河川津波対策における想定津波として、発生頻

度は極めて低いが発生すれば今次津波のように甚大

な被害をもたらす「最大クラスの津波」と、津波高

は低いが発生頻度は高い「施設計画上の津波」が設

定された1)。これら河川津波への対策策定にあたっ

ては、河口からどの程度上流まで津波が遡上するの

か、河口からの距離ごとに最高水位がどの程度にな

るのかが、基本情報として必要不可欠である。 

２．河川遡上津波に関する知見と課題 

対策策定に必要な情報は、一般的には水理解析に

よって計算することができる。解析手法としては、

今次津波以前に津波が河川を遡上した事例等で得ら

れた知見から「津波の河川遡上解析の手引き（案）」

が示されている2)。この手引きに従って再現した今

次津波の河道内における最高水位と観測値である痕

跡水位を比較したところ、河川によって再現性にば

らつきがあり、更なる精度向上のための改善が望ま

れた。しかしながら、津波水位が堤防高を大きく越

えて越流する現象が国内では今次津波が初めてであ

ることもあって、こうした規模の津波遡上現象その

ものや、その解析への反映等といったごく基本的な

知見が必ずしも十分ではなく、一朝一夕には抜本的

な改善に踏み込めない状況にある。例えば、河川津

波の水位は河口から上流に向かい低下するのが一般

的であるが、河道は海域と比べて水深が浅く、地形

や地被によって津波の水位が複雑に変化することが

推測されるものの、その特性は十分には理解されて

いない。また、その特性の津波の波高等による違い

や、今次津波のように津波が堤防を越える場合の水

位や遡上距離、堤防に与える被害の程度などといっ

た知見についても同様である。 

３．水理模型実験による河川津波遡上現象の解明 

こうした知見を引き出すべく、今次津波の種々の

現地観測データを活用した検討を行ったが限界があ

ったため、大型水理模型実験を実施することとした。

今回製作した模型は、湾口から上流10km付近までの

堤内地を含んだおよそ10km×11kmの新北上川河口

周辺地形を縮尺1/330で再現した（写真）。 

実験では、津波の規模、河道形状、地被状態など

を変化させ、津波遡上時の河道や堤内地の水位・流

速等がどのような影響を受けるのか確認・分析し、

河川における津波遡上現象を把握する。さらに、各

実験条件について津波遡上計算で再現し、実験結果

と比較することで、現在の再現計算における課題を

明確にし、改善することにより、津波遡上時の水位

や流速等について、より確度の高い設定手法の提案

を行うことを目指している。 
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１．長周期地震動対策試案提示後の動き 

長周期地震動（揺れの周期が長い波を含む地震動

でゆっくりとした揺れが長時間続く特徴がある）は、

建築分野においては固有周期が長い超高層建築物や

免震建築物への影響が大きいと考えられている。平

成22年12月21日に本省から対策試案が示され、平成

23年2月まで意見募集が行われた。（参考1））意見

募集の結果、以下のような意見をいただいている。 

・ 長周期地震動に対して何らか対応すべきという

方向性には賛成。 

・ 南海地震や連動型地震等を対象にすべき。 

・ 入力だけではなく、建築物側の許容される状態

もあわせて提示すべき。 

・ 新たな基準の既存建築物への遡及は厳しく、緩

和措置、補助等が必要。 

意見募集直後の平成23年3月11日の東北地方太平

洋沖地震では長周期地震動が観測された。（参考2）） 

その後の建築基準整備促進事業※において以下の

ような検討が行われている。（参考3）4) 5)） 

※国が建築基準法等における技術基準を策定・改訂する上で必要

な事項について、国の設定した課題に関し、実験等の基礎的なデ

ータ・技術的知見の収集・蓄積等を行うものを公募して、その費

用に対し補助を行う事業、以下基整促という。 

２．長周期地震動作成手法の改善（基整促課題No.42）  

 平成23年度に東北地方太平洋沖地震およびその余

震における観測データを用いて、対策試案で示した

長周期地震動作成手法の検証及び改善の検討を行っ

た。また、東海・東南海・南海地震等に関する情報

の収集やこれらの地震に対する長周期地震動波形の

作成等を行った。さらに平成24年度には、連動型地

震に対する地震動作成手法の適用性と信頼性向上に

資する検討を行っている。 

３．建築物の安全性検証方法に関する検討（基整促

課題No.27-1、-2、-3） 

平成22年度から、鉄筋コンクリート造建築物、鉄骨

造建築物、免震建築物それぞれについて、平成22年

度から多数回繰り返し荷重に関する構造実験の実施、

建築物の応答評価の実施、建築物の地震観測の実施

を行ってきている。特に、平成23年度には、東北地

方太平洋沖地震等で観測した高層建築物の応答の分

析や調査等を行っている。また平成24年度には、鉄

筋コンクリート造建物試験体の振動台実験、鉄骨造

建物骨組試験体の多数回繰り返し荷重による実験、

実大レベルの免震部材の多数回繰り返し荷重による

実験を行って構造物の性能評価に係る技術資料をと

りまとめつつある。 

４．今後の動き 

２．に示した地震動作成手法および３．に示した

構造物の性能評価に関わる資料の他、中央防災会議

および地震調査研究推進本部における検討も参考に

しながら、国総研が設置している建築構造基準委員

会および同委に設置した長周期地震動WG等における

審議も踏まえつつ、長周期地震動対策をとりまとめ

ていく予定である。 
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